2008年度「労働法」（水町）

第24回　労働市場法（text353-374）
１　雇用仲介事業の規制

1.1　規制の趣旨・経緯
　　○契約自由の原則
　　○1947（昭和22）年職業安定法

　　　　・有料職業紹介事業の原則禁止

　　　　・有料労働者供給事業の全面禁止
　　○1985（昭和60）年労働者派遣法制定
　　　　・労働者派遣事業の解禁

　　○1996（平成8）年職業安定法施行規則改正

　　　　・有料職業紹介事業の原則自由化

1.2　職業紹介事業の規制
1.2.1　職業紹介の概念と主体
　　○概念（職安法4条1項）
　　　＃7
　　○主体

　　　　・公共職業安定所（ハローワーク）

　　　　・民間職業紹介事業
1.2.2　職業紹介における基本ルール
　　○求職者の職業選択の自由
　　○差別的取扱いの禁止

　　○労働条件等の明示

　　○個人情報の保護

　　○求人求職受理の原則

　　○適職紹介の原則

1.2.3　民間職業紹介事業への規制

　　○対象業務：ネガティブ・リスト方式

　　○許可制

　　○手数料規制
1.3　労働者供給事業の規制

1.3.1　労働者供給の概念と法規制

　　○労働者供給の概念（職安法4条6項）

　　○労働者供給事業の禁止（44条）

　　○「労働者供給」と「業務処理請負」の異同？

　　　　・職安法施行規則4条の4要件
　　　　・人材派遣業は適法か（当時）？

　　○労働者派遣法による「労働者派遣」の適法化

1.3.2　労働者派遣事業の規制

◎労働者派遣事業に対する規制

　　　　○対象業務：ネガティブ・リスト方式

　　　　○派遣制限期間

　　　　　　・1999（平成11）年改正前の専門的26業務　：期間限定なし
　　　　　　・1999（平成11）年改正後に認められた業務 ：1年（～3年）
　　　　○許可・届出
　　　　　　・一般労働者派遣事業（登録型労働者を含む）：許可制

・特定労働者派遣事業（常時雇用労働者のみ）：届出制

　　　　○紹介予定派遣

◎派遣労働者の保護

　　　　○就業条件の整備・明確化

　　　　○労働関係法規上の責任体制の確立

　　　　○期間制限を超える場合の派遣先の労働契約申込み義務

探究　日雇派遣（日々または30日以内の期間を定めて派遣元事業主に雇用される者）を原則として禁止しようとする労働者派遣法改正案は政策的に妥当か？
２　雇用政策法

2.1　労働市場政策の類型と動向

　　○消極的労働市場政策

　　○積極的労働市場政策←ケインズ主義

2.2　消極的労働市場政策

2.2.1　雇用保険制度

　　○被保険者：週20時間以上の労働者で、1年以上の雇用が見込まれる者
　　○保険料：賃金総額の1.2％（労使折半）
2.2.2　求職者給付（失業手当）

　　○受給資格要件：2年間のうち12か月以上の被保険者期間

　　○「失業」状態（雇用保険法4条3号）

　　○給付額：離職前賃金の50～80％

　　○給付期間：年齢、被保険者期間の長さ、離職理由に応じて90～360日

2.3　積極的労働市場政策

2.3.1　雇用保険二事業

　　○雇用安定事業

　　○能力開発事業

2.3.2　職業能力の開発

　　○職業能力開発促進法
　　　　・国や自治体による公共職業訓練

　　　　・事業主が行う職業訓練措置の援助・助成
2.3.3 高齢者等の雇用促進

　　○高年齢者雇用安定法

　　○障害者雇用促進法

　　　　←2008（平成20）年改正

　　○地域雇用開発促進法

2.3.4　雇用保険による雇用継続・教育訓練給付

　　○雇用継続給付

　　　　・高年齢者雇用継続給付

・育児休業給付

・介護休業給付

　　○教育訓練給付
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